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International Law,Vol.30(1953),pp.425-426.
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(47) P.C.I.J. Series A,No.22,p.20.









































































































































































































































































（would not be enforce-















































































































































































Kwon Park,“Japan v.Kim Sun-Ki.Case No.35,1997.Matsue District Court,
Shimane Prefecture, Japan, August 15, 1997”, American Journal of Interna-
tional Law,Vol.92,No.2(1998),p.302）。しかし、田中はこの主張がなされたか
は明らかではないとしている（田中「前掲論文」（注12）128-129頁）。
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韓国との間で合意した基線の変更に関する手続的義務を果たしているか否
かが、日本の行為の韓国に対する対抗可能性の基準となっているといえる
のである。以上の検討に鑑みれば、少なくとも、松江地裁判決が述べてい
た、「一方当事国が漁業水域より外側まで（たとえば13海里まで）領海とし
たり、領海について直線基線を採用したりすることによって条約の効力を
実質的に無意味なものとすることができるというのでは、漁業協定を締結
した意味がなくなってしまう」という部分は、妥当な評価を示したもので
あったということができるであ
(69)
ろう。
Ⅳ 結び
広島高裁判決の論理に従えば、日本の新領海法の制定による直線基線の
採用とそれに伴う領海拡大は、国連海洋法条約に基礎を置くものとして行
われたのであれば国際法上適法なものとなるのであり、領海の基線の変更
は国際法上の要件をみたす限りにおいては沿岸国の主権に属する行為であ
るから、他国の関与するところではないということに
(70)
なる。しかし、本件
において本来問題とすべきだったことは、「本件海域」における日本によ
(68) 田中「前掲論文」（注12）122頁。坂元は、漁業水域の基線と領海基線は観念的
に区別可能であるとして、両者が併存することはありうると述べる（坂元「前掲論
文」（注11）36頁）。しかし田中は、基線は通常は１本の共通線とされるのが普通で
あるとする（田中、同上、122頁）。この点についてたとえば国連海洋法条約57条
は、「排他的経済水域は、領海の幅を測定するための基線から200海里を超えて拡張
してはならない」と規定している。
(69) 本稿では、手続的義務を果たさずに直線基線を採用して領海を拡大する行為が
日韓漁業協定における合意内容を毀損するものと捉えるため、日本が設定した直線
基線そのものの適法性に関する評価は行わない。この点に関しては、坂元「前掲論
文」（注11）37頁参照。直線基線について吉井淳は、その国際法適合性よりも他国
に対する対抗力や他国による承認がその正当性を支える要素として重要になってい
るとする。吉井淳「直線基線の相対性と客観性」『摂南法学』13号（1995年）15頁
参照。
(70) 坂元「前掲論文」（注11）34-37頁。
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いうことであった。すなわち、論点は日本によって行われた領海拡大が国
際法上適法なものであったか否か、その結果として行われた領海内での漁
船の取締り行為が認められるか否か、ということではなく、「本件海域」
における日本による漁船の取締り行為が韓
・
国
・
と
・
の
・
関
・
係
・
で
・
は
・
どのように評価
されるのか、ということであったとい
(71)
える。本件は本来、「韓国人に対す
る漁業規制」の問題として検討されるべきものであり、韓国漁船側と検察
側がそれぞれ自らの行為の正当性の根拠としていた日韓漁業協定と国連海
洋法条約との間の関係をどのように考えればよいのか、という論点を無視
することはできないはずであった。しかし、広島高裁判決は、本件を「海
域の法的地位」の問題としたため、もっぱら日本による領海画定の国際法
上の正当性という一般的な論点の検討に終始するというかたちで議論を矮
小化してしまった。その結果、日韓漁業協定の有効性を実質的に否定し、
日本の「韓国との関係における問題」を捨象してしまっていたのである。
しかし、本件を「同一の事項に関する相前後する条約の適用」の問題と
考えるならば、条約法の観点からは本来、両条約の関係は有効なものとし
て併存するものとみなければならない。そして、本件の場合には、国連海
洋法条約を根拠とした日本による領海拡大は日韓漁業協定における合意内
容に鑑みて、韓国に対して「対抗不能」であると考えることができた。相
前後する条約の抵触の問題を解決するうえでは、個別具体的事情に応じて
さまざまな要素が考慮されうるが、本件のような条約関係においては、
(71) 村瀬信也は、国際紛争の実質的原因は国家管轄権相互の衝突であるとし、国際
紛争には①合法性をめぐる紛争、②対抗性をめぐる紛争、③合目的性をめぐる紛争
の３種類が認められるとする。このうち、「対抗性をめぐる紛争」とは、一国の管
轄権行使の対外的な有効性の確認（ないし否認）が裁判の中心的な争点であり、必
ずしも一般的な違法性・有責性の認定が求められていない紛争であるとする。村瀬
信也「国家管轄権の一方的行使と対抗力」村瀬信也・奥脇直也編『国家管轄権―国
際法と国内法―（山本草二先生古稀記念）』（勁草書房、1998年）63頁（同『国際立
法』（東信堂、2002年）471頁）。
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「対抗可能性」が条約の優先的適用を決定するうえで重要な要素の１つと
なっていたということができよう。
本稿で検討してきたとおり、日韓漁業協定は国際社会において領海の幅
員問題を解決できない中で漁業水域概念が提唱される状況において、換言
すれば国連海洋法条約の枠組みが確立するまでの過渡期に締結された。そ
のような意味では、日韓漁業協定に対して、国連海洋法条約はより新し
く、かつ一般的・包括的な海洋法秩序の枠組みを規定するものである。し
かし、だからといって、他国との合意内容を「実態に合わない」ものとし
て「消滅」させるようなかたちで、自国の行為の正当化を図るための根拠
として後法である一般法を援用することは、やはり妥当とはいえないであ
ろう。
海洋に関する一般的な法秩序の確立を目指し、海洋法のさまざまな制度
を包括するものとして作成された国連海洋法条約は、その多くの規定が一
般的な性格を持つにとどまり、条約内容の具体的実施ないし実現を別個の
個別協定や国際的・地域的機関の取決めに委ねて
(72)
いる。このような「一般
条約」と「実施条約」との関係（一般法と特別法との関係）において、対抗
可能性をどのように考えるべきかという問題は前法・後法の関係とは別途
の検討を要すると思われるが、韓国漁船拿捕事件においては、一般条約と
しての国連海洋法条約の性格とその海洋法秩序において果たす役割につい
ても十分な考察を行いつつ、条約間の関係性の観点から慎重な検討がなさ
れるべきであったといえ
(73)
よう。
(72) 杉原高嶺「国連海洋法条約の紛争解決手続―他の条約との適用関係について
―」『法学論叢』146巻３・４号（2000年）６頁。
(73) 国連海洋法条約と個別協定等との関係については、皆川誠「国際条約における
抵触解決条項」『早稲田大学大学院法研論集』130号（2009年）321-346頁参照。
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